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１．はじめに  

独立財政機関（Independent Fiscal Institutions。以下「ＩＦＩ」という。）

とは、ＯＥＣＤによれば、「財政政策及び財政状況について客観的な評価を行い、

必要に応じて中立的な助言を行うことを任務とする独立した公的機関」を指す 

1。

リーマン・ショックに端を発する世界金融危機により急速な景気後退に直面し

財政状況が悪化したことを受けて、2010年代に多くのＯＥＣＤ加盟国で財政健

全化の取組としてＩＦＩが設立されている（図表１）。一方、我が国においてＩ

ＦＩは現状存在せず、設立に関する意見書が一部民間経済団体等から公表され

ているにとどまるが、財政に係る国会審議を深化する一助として、国際的な動

向を継続的に注視することは一定の意義を持つと考えられる。 

参議院予算委員会調査室では、ＯＥＣＤ諸国の議会における予算スタッフ及

び独立財政機関年次会合（Annual Meeting of OECD Parliamentary Budget 

Officials and Independent Fiscal Institutions。以下「ＯＥＣＤ年次会合」

という。）に第３回（2011年）から複数回出席しており2、2023年もアイスラン

ドで開催された第 15回ＯＥＣＤ年次会合に本稿執筆者２名が参加した。 

 
1 具体的なＩＦＩの役割は各国で異なっており、政府の財政政策に意見表明を行う、定められ

た財政ルールに沿って財政運営が行われているか監視する、予算や法律の財政に対する影響を

試算する等、多岐にわたる。また、国の機関としてではなく、カナダなど州レベルでＩＦＩが

設立されている例もある。 
2 ＯＥＣＤ年次会合は各国議会の予算分析等担当機関及びＩＦＩの情報交換等を目的とした定

期会合であり、参議院予算委員会調査室は第３回（スウェーデン）、第８回（フランス）、第10

回（韓国）に出席しているほか、コロナ禍で開催されたオンライン会議にも参加している。 
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国 設立年 国 設立年
オーストラリア 2012 イタリア 2014
オーストリア 1970/2012 韓国 2003
ベルギー 1936/1959 ラトビア 2014
カナダ 2008 リトアニア 2015
チリ 2019 ルクセンブルク 2014
チェコ 2018 メキシコ 1998
デンマーク 1962 オランダ 1945
エストニア 2014 ポルトガル 2006/2012
フィンランド 2013/2014 スロバキア 2012
フランス 2013 スロベニア 2017
ドイツ 2013 スペイン 2014
ギリシャ 2011/2015 スウェーデン 2007
ハンガリー 2011 英国 2010
アイスランド 2016 米国 1975
アイルランド 2011/2017

図表１ ＯＥＣＤ加盟国におけるＩＦＩ設立国（2021年時点） 

（注）組織の運営が開始された年を記載している。また、設立年が二つ記載してある国では、二

つのＩＦＩが存在する。 

（出所）ＯＥＣＤ Independent Fiscal Institutions Database（2021年調査）より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 回ＯＥＣＤ年次会合においては、コロナ禍の財政拡大から平時への移

行に関する議論が行われた。例えば、アイスランドにおいては、同国の財政法

第７条で、①５年間の純貸出/純借入はプラスかつ単年の財政赤字は最大でも

対ＧＤＰ比 2.5％を超えてはならない、②ネットの債務残高は対ＧＤＰ比 30％

を超えてはならない、③ネットの債務残高が対ＧＤＰ比 30％を超えた場合は３

年の間、毎年５％ずつ削減しなければならないという三つの財政規律が定めら

れ、ＩＦＩであるアイスランド財政会議が遵守状況を確認することとなってい

るものの、この条項はコロナ禍によって 2020年から 2026年までの間凍結され

ている。もっとも、同国では 2023年４月時点で観光業を中心として経済は順調

に回復しているとのことであったため、予定どおり 2026 年をもって財政規律

の凍結が解除されるか注目される。 

ただし、平時への移行が必ずしも順調に進むとは限らない。この点、ＩＦＩ

は、コロナ禍での財政悪化に対しては総じて早期に財政再建を図る必要性を強

調する傾向にある。しかしながら、第 15回ＯＥＣＤ年次会合参加者の発言から

は、そうしたＩＦＩが存在する国にあっても、一度拡大した財政の規模を縮小

することは、多くの場合に相当な困難を伴うことが看取された。 
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こうした状況を踏まえると、我が国でのＩＦＩに関する議論に資する意味で、

ＩＦＩの設立が財政健全化にどの程度寄与するのか、国際比較可能なデータを

使って検証しておくことは有意義と言えよう。そこで、本稿では、ＯＥＣＤ加

盟国をＩＦＩが存在する国と存在しない国に分け、四つの視点からＩＦＩが財

政健全化に与える影響を確認していきたい。 

 

２．ＩＦＩの存否と債務残高対ＧＤＰ比の関係 

我が国は、ＯＥＣＤ統計3によれば、2022年の債務残高（グロス（以下同じ。））

対ＧＤＰ比が 253.0％に達しており、主要先進国の中で最悪の財政状況にある。

加えて、今後も防衛力整備計画に基づく防衛費の増額やこども・子育て加速化

プランの実施が予定されており、歳出圧力は高まっていくと見られ、債務残高

の更なる増加も懸念される。こうした点で、ＩＦＩが設立された場合、債務残

高対ＧＤＰ比にどのような影響があるのかは、我が国にとって大きな関心事と

言える。そこで、まずＯＥＣＤ加盟国をＩＦＩが存在する国と存在しない国に

分け、直近（2022年時点 

4）の債務残高対ＧＤＰ比の水準にどのような差がある

のか比較したい（図表２）。 

ＯＥＣＤ統計上、比較可能な 36 か国における債務残高対ＧＤＰ比の平均値

は 79.3％であった。このうち、ＩＦＩが存在する国における債務残高対ＧＤＰ

比の平均値は 78.8％であったのに対して、ＩＦＩが存在しない国における債務

残高対ＧＤＰ比の平均値は 81.3％であった。ただし、ＩＦＩが存在しない国の

中でも突出して債務残高対ＧＤＰ比が高い我が国（253.0％）を除くと、ＩＦＩ

の存在しない国における債務残高対ＧＤＰ比の平均値は 52.7％まで押し下げ

られる。 

以上の結果から、ＩＦＩが存在する国とＩＦＩが存在しない国では、平均的

に見れば債務残高対ＧＤＰ比には大きな差はないことが確認された。他方、Ｉ

ＦＩが存在しない国から我が国を除いた結果で比較すれば、ＩＦＩが存在する

国は、ＩＦＩが存在しない国よりも債務残高対ＧＤＰ比は高いと見ることもで

きる。もっとも、この結果はＩＦＩの存在が債務残高を増やす方向に働くとい

うことではなく、債務残高対ＧＤＰ比が高い国ほど財政健全化の必要性に迫ら

れ、そのことがＩＦＩの設立につながった可能性を示唆していると捉えるべき

 
3 OECD.Stat<https://stats.oecd.org/>もしくはOECD Data Explorer<https://data-explore

r.oecd.org/>に掲載されているデータのうち、該当データが存在する国を抽出している。（202

4年4月24日最終アクセス）以下「ＯＥＣＤ統計」という場合は全て同様である。 
4 ただし、イスラエルについては最新の公表数値である 2021年時点のものを使用している。 
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図表２ ＩＦＩの存否と債務残高（グロス）対ＧＤＰ比 
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（注）ＯＥＣＤ Independent Fiscal Institutions Database（2021年調査）においてデータを提供

している国を「ＩＦＩが存在する国」として分類した。 

（出所）OECD.Statより作成 

であろう。実際に、韓国においては、1997年に発生したアジア通貨危機の影響

で財政が急激に悪化し、200 億ドルを超す資金援助に伴う財政のＩＭＦ管理移

行という未曾有の混乱が生じたことを受け、財政健全化の重要性が認識される

こととなり、2003年にＩＦＩである韓国議会予算局（ＮＡＢＯ）が設立されて

いる。また、アイスランドでも、リーマン・ショック後の急激な財政悪化によ

ってＩＭＦの支援を受ける事態となったことを受け、３年から５年といった期

間で財政を管理する仕組みが導入される中で、2016年にアイスランド財政会議

が設立されている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ＩＦＩ設立以降の債務残高対ＧＤＰ比の変化 

足下の債務残高対ＧＤＰ比の比較では、ＩＦＩが存在する国と存在しない国

では大きな差異は見られないという結果となった。しかし、２．で記したとお

り、債務残高対ＧＤＰ比が高く財政の悪化が進んだ国が、財政健全化の取組の

一環としてＩＦＩを設立しているのであれば、債務残高対ＧＤＰ比は高い水準

にあっても、ＩＦＩの設立後に財政健全化が進んでいる可能性がある。この場

合、一国における債務残高対ＧＤＰ比は、ＩＦＩ設立時よりも改善していると
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図表３ ＩＦＩ設立以降 2019年までの債務残高（グロス）対ＧＤＰ比の変化 

（出所）OECD.Statより作成 

考えられる。そこで、ＩＦＩが存在する国について、ＩＦＩ設立時と 2019 年5

の債務残高対ＧＤＰ比の変化を確認することとしたい（図表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この点に関してＯＥＣＤ統計が利用可能な 21 か国について見ると、ＩＦＩ

の設立時と 2019年を比較して債務残高対ＧＤＰ比の数値が改善した国は 11か

国、悪化した国は 10か国となり、ＩＦＩを設立した後、財政状況が悪化した国

より改善した国の方が僅かに多い結果となった。このことは、ＩＦＩの設立に

よって財政健全化に向かっている国が一定数ある一方で、ＩＦＩを設立しても、

財政状況が確実に改善していくとは限らないことを示している6。 

先述のように、第 15回ＯＥＣＤ年次会合において、ＩＦＩはコロナ禍後の速

やかな財政健全化を指向しているにもかかわらず、多くの国でいまだ財政状況

が正常化していないことが報告されており、こうした現状もＩＦＩの設立が財

政状況の改善に直結しないことの証左と言える。 

 
5 後で見るように2020年以降については、コロナ禍で各国とも財政が急激に悪化したため、そ

の影響を除くべく、比較年次は2019年で統一した。なお、2019年に近接した時期にＩＦＩが設

立されたチリ及びチェコは、設立の影響が十分に表れない可能性があるため除外している。 
6 ただし、ＩＦＩを設立した時期は国によって異なるので、世界的な景気変動などＩＦＩ設立

以外の要因による影響も国によって異なる。そのため、この結果だけで一概にＩＦＩ設立の効

果を判断することはできない点には注意が必要である。 
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（出所）OECD Data Explorerより作成 

図表４ ＩＦＩ設立前５年間と設立後５年間における 

一般政府基礎的財政収支対ＧＤＰ比の変化 

４．ＩＦＩ設立前後の基礎的財政収支対ＧＤＰ比の変化 

前章では、ＩＦＩの設立によって、一時点におけるストックの指標である債

務残高対ＧＤＰ比の数値が改善するとは限らないことを示した。そうであると

しても、毎年の財政悪化のスピードがＩＦＩの設立によって緩やかになった可

能性はある。そこで、一定期間の変化を示すフローの指標である一般政府基礎

的財政収支対ＧＤＰ比について、ＩＦＩ設立前５年間（設立年を含む）の平均

値と設立後５年間の平均値を比較することとしたい（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＯＥＣＤ統計の中で比較可能な 18 か国のうち、16 か国ではＩＦＩ設立前５

年間の一般政府基礎的財政収支対ＧＤＰ比の平均値よりも、設立後５年間の平

均値が改善していることが分かる。特に、アイルランドではＩＦＩ設立前５年

間の平均値▲11.8％が、設立後５年間では▲1.3％と急激に改善しているが、こ

れは 2008 年のリーマン・ショックに伴う世界金融危機により財政の急激な悪

化に見舞われた同国が、緊縮政策を採用するとともに、構造改革の一環として

ＩＦＩを設立し、その後財政状況の改善を果たしたことを示す変化である。 

こうした結果からは、ＩＦＩの設立により、財政状況が改善、あるいは財政

の悪化の度合いが緩やかになる傾向があると言えよう7。 

 
7 脚注６と同旨。 
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図表４ ＩＦＩ設立前５年間と設立後５年間における 

一般政府基礎的財政収支対ＧＤＰ比の変化 

４．ＩＦＩ設立前後の基礎的財政収支対ＧＤＰ比の変化 
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こうした結果からは、ＩＦＩの設立により、財政状況が改善、あるいは財政

の悪化の度合いが緩やかになる傾向があると言えよう7。 
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図表５ コロナ禍での債務残高（グロス）対ＧＤＰ比の変化 

（出所）OECD.Statより作成 

５．コロナ禍での債務残高対ＧＤＰ比の変化（2019年から 2021年） 

コロナ禍においては、多くの国で巨額の財政出動が行われ、財政状況の悪化

が進んだ。我が国でも、2020年度以降、コロナ対応として数十兆円規模の補正

予算が累次にわたって編成されたため、債務残高対ＧＤＰ比は大きく悪化した。 

この点、ＩＦＩの存在する国でもコロナ禍という異例の事態において財政状

況は悪化したはずであるが、ＩＦＩが存在しない国と比較すれば、不要不急の

歳出が抑制されること等により悪化の程度は軽微にとどまった可能性がある。

そこで、コロナ禍以前の 2019 年とコロナ対応で財政支出が拡大した後の 2021

年を比較して、ＩＦＩが存在する国と存在しない国の債務残高対ＧＤＰ比の変

化幅を比較した（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019 年から 2021 年の債務残高対ＧＤＰ比の平均変化幅は、ＩＦＩが存在す

る国が▲9.5％ポイント、ＩＦＩが存在しない国は▲8.8％ポイントとなってい

る。この結果からは、ＩＦＩが存在する国の方が存在しない国よりも財政状況

が悪化していることが分かる。したがって、ＩＦＩの存在によって、コロナ禍
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での財政拡大に歯止めが掛けられたとは言い難い8。ただし、アフターコロナの

時代を迎えて、財政も平時に復する必要性をＩＦＩが強調している中、今後Ｉ

ＦＩが存在する国と存在しない国との間で、財政健全化の進捗に差異が生じる

かについては注視する必要があろう。 

 

６．おわりに 

ＩＦＩの存在は財政健全化に大きく貢献するとの見方が国内では強いが、今

回の分析からは、ＩＦＩの設立によって財政健全化が必ずしも進展するわけで

はないことが看取された。その意味で、ＩＦＩの設立により、我が国において

直ちに財政健全化が達成されると考えることは楽観的に過ぎよう。 

しかし、ＩＦＩの設立によって財政悪化の進行を緩和する傾向は認められた

ため、債務残高対ＧＤＰ比が主要先進国の中で最悪の水準にある我が国におい

て、ＩＦＩを設立する意義が否定されるものではない。 

また、ＩＦＩには財政状況の改善への寄与という点以外にも期待される役割

がある。例えば、第 15回ＯＥＣＤ年次会合では、韓国議会予算局から温室効果

ガス削減に資する予算を特定し効果等を検証する取組が紹介されたほか、カナ

ダのオンタリオ州議会予算局からはＳＮＳを使った国民向けの財政分析に関す

る情報発信の取組なども聞かれた。地球温暖化防止対策を客観的に評価するこ

との重要性は論をまたないことに加え、政治的に中立な立場での財政分析の結

果が広く発信されれば国民の財政に対する理解が一層促進されることも期待さ

れよう。 

これらの点を踏まえ、今後、我が国において、ＩＦＩをめぐる議論がより深

まることを期待したい。 
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